
◎都市再生特別措置法等の一部を改正する法律 
（令和二年六月一〇日法律第四三号）   

一、提案理由（令和二年五月一三日・衆議院国土交通委員会） 

○赤羽国務大臣 ただいま議題となりました都市再生特別措置法等の一部を改正する法

律案の提案理由につきまして御説明申し上げます。 

 近年の頻発、激甚化する自然災害に対応するためには、堤防や避難路等の整備を推進

するとともに、開発規制、立地誘導、移転の促進等の土地利用方策等を効果的に組み合

わせ、総合的な防災・減災対策を講じる必要がございます。また、駅前等の町中におけ

る歩行者空間の不足や、商店街のシャッター街化等の課題に対応するため、多様な人々

が集い、交流する、居心地がよく歩きたくなる空間を官民一体となって形成し、都市の

魅力を向上させるとともに、住民にとって暮らしやすい環境を整備する必要があります。 

 このような趣旨から、このたびこの法律案を提案することとした次第でございます。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、災害ハザードエリアを踏まえた防災まちづくりを推進するため、災害危険区

域等における自己業務用施設の開発を原則禁止し、市街化調整区域の浸水ハザードエリ

ア等における住宅等の開発を厳格化するとともに、立地適正化計画の記載事項として居

住誘導区域内で行う防災対策、安全確保策を定めた防災指針を追加するほか、災害危険

区域等からの移転について市町村が主体となって移転者等のコーディネートを行い、移

転に関する具体的な計画を作成する新たな制度を創設する等の措置を講ずることとして

おります。 

 第二に、居心地がよく歩きたくなる町中を創出するため、市町村による街路の広場化

と民間事業者によるオープンスペースの提供を一体的に行うなど、官民が連携して交

流・滞在空間を形成する取組を都市再生整備計画に位置づけるとともに、民間事業者が

公園内でカフェ、売店等を設置するための協定制度の創設、にぎわい空間となるメーン

ストリートに駐車場の出入り口を設けさせない規制の導入等の措置を講ずることとして

おります。また、エリア価値の向上に資する民間都市開発プロジェクトについて、国土

交通大臣の認定を申請することができる期限の延長等を行うこととしております。 

 第三に、居住誘導区域において日常生活に必要な施設について用途制限の緩和等を行

うとともに、居住誘導区域内の老朽化した都市計画施設の改修を促進するための措置等

を講ずることとしております。 

 そのほか、これらに関連いたしまして、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案を提案する理由でございます。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議のほど何とぞよろしくお願い申し

上げます。 

二、衆議院国土交通委員長報告（令和二年五月一九日） 

○土井亨君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会における



審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、都市の魅力及び防災機能を高め、都市の再生を図るため、居心地がよく歩き

たくなる町中を創出するための関係法律の特例を設けるとともに、災害危険区域等にお

ける開発許可の基準の見直し等の措置を講じようとするものであります。 

 本案は、去る五月十二日本委員会に付託され、翌十三日赤羽国土交通大臣から提案理

由の説明を聴取し、十五日、質疑を行い、質疑終了後、討論を行い、採決の結果、賛成

多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年五月一五日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺漏なきを

期すべきである。 

一 災害危険区域等における開発許可の見直しについては、関係政令等の内容を関係事

業者や地方公共団体に対し早期に示した上でその周知徹底を図ること。また、本法の

趣旨に鑑み、市街化区域の浸水ハザードエリア等における開発許可についても、その

周辺地域を含め溢水等の災害リスクが増大しないよう適切な措置がなされているか等

について十分に確認して基準への適合性が判断されるよう、地方公共団体に対し適切

な助言等を行うこと。 

二 地方公共団体の厳しい財政状況に鑑み、国において事務経費を含めた財政支援を行

うことなどにより、防災集団移転促進事業が事前防災対策として積極的に活用される

よう地方公共団体の取組を後押しすること。また、多数の災害弱者が利用する病院、

社会福祉施設等の災害危険区域等からの移転が図られるよう一層の取組を行うこと。 

三 立地適正化計画について、災害危険区域等が居住誘導区域から可能な限り除外され

るよう助言等を行うとともに、除外が困難な区域については、防災指針に基づき適切

な対策が講じられるよう必要な支援を行うこと。また、防災指針に基づく取組を進め

る際には、市町村と国や都道府県の河川管理者等とが連携し、必要な治水対策等とま

ちづくりが一体となったものとなるよう、関係者による総合的な取組を推進すること。 

四 居住環境向上用途誘導地区を定め、病院、店舗等の日常生活に必要な施設の立地の

促進を図る際には、既存の用途地域の趣旨を踏まえ、建築規制の緩和が住環境や景観

に著しい影響を及ぼすことのないよう留意するとともに、地域住民等の意向に十分配

慮した運用がなされるよう、地方公共団体に対し適切な助言等を行うこと。 

三、参議院国土交通委員長報告（令和二年六月三日） 

○田名部匡代君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、都市の魅力及び防災機能を高め、都市の再生を図るため、滞在快適性等

向上区域が都市再生整備計画に定められた場合における関係法律の特例を設けるととも



に、立地適正化計画の記載事項への都市の防災に関する機能の確保に関する指針の追加、

災害危険区域等に係る開発許可の基準の見直し等の措置を講じようとするものでありま

す。 

 委員会におきましては、災害ハザードエリアを踏まえた防災まちづくりの推進策、居

心地が良く歩きたくなるまちなか創出に向けた取組、居住誘導区域において用途制限の

緩和等を行う意義等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知

願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して武田良介理事より本

法律案に反対する旨の意見が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年六月二日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に万全

を期すべきである。 

一 災害危険区域等における開発許可の見直しについては、関係政令等の内容を関係事

業者や地方公共団体に対し早期に示した上でその周知徹底を図ること。また、本法の

趣旨に鑑み、市街化区域の浸水ハザードエリア等における開発許可についても、その

周辺地域を含め溢水等の災害リスクが増大しないよう適切な措置がなされているか等

について十分に確認して基準への適合性が判断されるよう、地方公共団体に対し適切

な助言等を行うこと。 

二 地方公共団体の厳しい財政状況に鑑み、国において事務経費を含めた財政支援を行

うことなどにより、防災集団移転促進事業が事前防災対策として積極的に活用される

よう地方公共団体の取組を後押しすること。また、多数の災害弱者が利用する病院、

社会福祉施設等の災害危険区域等からの移転が図られるよう一層の取組を行うこと。 

三 立地適正化計画について、災害危険区域等が居住誘導区域から可能な限り除外され

るよう助言等を行うとともに、除外が困難な区域については、防災指針に基づき適切

な対策が講じられるよう必要な支援を行うこと。また、防災指針に基づく取組を進め

る際には、市町村と国や都道府県の河川管理者等とが連携し、必要な治水対策等とま

ちづくりが一体となったものとなるよう、関係者による総合的な取組を推進すること。 

四 現存する緑地や農地の適切な保全は、市街地の拡散や管理放棄地化の抑止につなが

り、居住誘導区域外の区域における環境保全に資することに鑑み、その保全に資する

諸制度の活用を引き続き積極的に推進すること。また、都市農業の利便増進と良好な

居住環境の確保に向けて、現行の生産緑地制度や田園住居地域制度等も含め、地域特

性に応じた制度の活用が図られるよう、地方公共団体に対し適切な助言等を行うこと。 



五 居住環境向上用途誘導地区を定め、病院、店舗等の日常生活に必要な施設の立地の

促進を図る際には、既存の用途地域の趣旨を踏まえ、建築規制の緩和が住環境や景観

に著しい影響を及ぼすことのないよう留意するとともに、地域住民等の意向に十分配

慮した運用がなされるよう、地方公共団体に対し適切な助言等を行うこと。 

六 「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりに向けて議論が行われる市町村都市

再生協議会については、豊かな生活を支え魅力あるまちづくりに資する都市再生整備

計画を策定する観点から、幅広い住民の多様なニーズを反映させられるよう、障害者

団体、子育て支援団体、高齢者団体など、構成員の多様化を促すこと。また、障害者、

子育て世代、高齢者などが利用しやすい空間を作るため、バリアフリーの観点を踏ま

えた整備がなされるよう、地方公共団体に対し適切な助言等を行うこと。 

七 「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりを推進するに当たっては、開発によ

って、従来から居住している低所得者などが生活上の不利益を被ることのないよう、

支援措置を講ずるなど十分に配慮すること。 

八 本法に基づいて都市開発を行うに当たっては、市町村において人材や専門的ノウハ

ウが不足している状況等に鑑み、民間事業者等の選定に当たり、土地所有者、住民や

利害関係人等の意見を十分に反映した事業の実施ができる者を適切に判断できるよう、

必要な技術的支援を行うこと。 

  右決議する。 

 


